
 

2026 年 2 月 17 日 

各  位 

会 社 名   株式会社ヤマト 

代 表 者 名    代表取締役社長執行役員 町田 豊 

  （コード番号：1967 東証スタンダード市場） 

問 合 せ 先   取締役常務執行役員管理本部長 藤井政宏 

  （℡ 027－290－1800） 

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年 2 月 17 日開催の取締役会において、2026 年 10 月 21 日を効力発生日として、当社の連結子会

社である大和メンテナンス株式会社（以下、「大和メンテナンス㈱」といいます。）を吸収合併（以下、「本合併」

といいます。）することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお、本合併は、完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項及び内容を一部省略して開示し

ております。 

 

記 

１．吸収合併の目的 

大和メンテナンス㈱は主に当社施工物件引渡し後の修理・保守・維持管理業務を行っております。

今般、当社グループにおける経営効率化および経営資源の有効活用のため吸収合併することとい

たしました。 

 

２．合併の要旨 

（１） 合併の日程 

合併契約承認決議日 2026 年 2 月 17 日 

合併契約締結日   2026 年 3 月 21 日（予定） 

合併効力発生日   2026 年 10 月 21 日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に定める簡易合併であり、大和メ

ンテナンス㈱においては会社法第 784 条第１項に定める略式合併であるため、いずれにお

いても株主総会の承認を得ることなく行います。 

（２） 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、大和メンテナンス㈱は解散いたします。 

（３） 合併に係る割当ての内容 

本合併は当社の完全子会社との合併であるため、合併による株式その他の金銭等の割当て

はありません。 

（４） 消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

 



３．合併の当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1)名称 株式会社ヤマト 大和メンテナンス株式会社 

(2)所在地 群馬県前橋市古市町 118 番地 群馬県前橋市古市町 346 番地 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 町田豊 代表取締役社長 富所忠良 

(4)事業内容 建築付帯設備工事、水道、瓦斯設

備工事、冷凍、冷蔵設備工事、機

械設備工事、環境衛生施設工事、

土木建築工事 

空調・衛生・冷凍・冷蔵設備の設

計、施工及び修理並びに保守、上

下水道、産業排水の設計、施工及

び修理並びに保守、建築物の総合

維持管理 

(5)設立年月日 1946 年 7 月 12 日 1995 年 7 月 12 日 

(6)資本金 5,000 百万円 30 百万円 

(7)発行済株式数 22,386,945 株（自己株式除く） 600 株 

(8)決算期 ３月 20 日 ３月 20 日 

(9)大株主及び持株比率 

（2025 年 9 月 20 日現在） 

ヤマト社員持株会    6.79％ 

株式会社群馬銀行    5.42％ 

株式会社東和銀行    5.15％ 

株式会社三晃空調    4.46％ 

みどり共栄会      4.41％ 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）    4.39％ 

株式会社第四北越銀行  3.90％ 

日本管材センター株式会社   

2.98％ 

株式会社横浜銀行    2.65％ 

岩瀬産業株式会社    2.31％ 

株式会社ヤマト      100％ 

(10)直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 2025 年３月期（連結） 2025 年３月期（単体） 

純資産 41,236 百万円 1,015 百万円 

総資産 58,847 百万円 1,154 百万円 

１株当たり純資産 1,659 円 6 銭 1,692,366 円 60 銭 

売上高 53,168 百万円 1,734 百万円 

営業利益 4,796 百万円 159 百万円 

経常利益 5,283 百万円 160 百万円 

（親会社株主に帰属する）

当期純利益 

3,932 百万円 107 百万円 

１株当たり当期純利益 50 円 39 銭 178,527 円 41 銭 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあ

りません。 



 

５．今後の見通し 

当該子会社の吸収合併による連結業績への影響については、軽微なものであります。 

なお、新たに開示の必要性が生じた場合は、速やかに公表いたします。 

以上 


